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川崎市の市政運営について川崎市の市政運営について

平成１６年３月

川崎市

活力とうるおいのある市民都市 ・川崎をめざして

ー市制８０年 ・改革そして再生への確かな歩みー

川崎市市場公募債
発行説明会資料
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• 市制施行８０年
• 国際社会への発進 ・川崎再生に向けて
• 明るい話題
・川崎駅周辺での大規模商業施設のオープン

・市中北部での大手企業研究開発拠点の進出決定

・臨海部での構造改革特別区域の認定

・羽田空港の再拡張計画

• 活力とうるおいのある市民都市 ・川崎をめざして

１－１ 平成１６年度市政執行の基本姿勢１－１ 平成１６年度市政執行の基本姿勢
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・神奈川県の東北端に位置
・北は東京都、南は横浜市、西は多摩丘陵、東は東京湾に隣接

最長33．13km

最短 1．22km

臨海部：重化学工業

工場群と事務所

内陸部：住宅・事務所が密集

丘陵部：急激な宅地化

１－２ 市勢概要１－２ 市勢概要

人口　　　１，２９５，７１７人人口　　　１，２９５，７１７人

　　　　　　（平成１６年２月１日現在の推計人口）　　　　　　（平成１６年２月１日現在の推計人口）

　　　　　　男性　６７０，８３４人　　　　　　男性　６７０，８３４人

　　　　　　女性　６２４，８８３人　　　　　　女性　６２４，８８３人

麻生区

多摩区

宮前区

高津区

中原区

幸区

川崎区
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不動産業
17.1%

金融･保険業
5.1%

製造業
28.6%

対家計民間非営利
1.6%

政府サービス生産
者
7.0%

サービス業
21.1%

運輸･通信業
7.2%

卸売･小売業
5.9%

電気･ガス･水道業
3.9%

建設業
5.0%

経済活動別構成比（平成１２年）経済活動別構成比（平成１２年）経済活動別構成比（平成１２年）
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従業者１人当たり製造品出荷額等（平成１３年）従業者１人当たり製造品出荷額等（平成１３年）従業者１人当たり製造品出荷額等（平成１３年）

製造品出荷額（平成１３年）ピークは昭和５９年６．８兆円製造品出荷額（平成１３年）ピークは昭和５９年６．８兆円製造品出荷額（平成１３年）ピークは昭和５９年６．８兆円

（単位：兆円） （単位：百万円）
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・本市の製品出荷額は１３大都市のなかでも、東京都、・本市の製品出荷額は１３大都市のなかでも、東京都、
大阪市、横浜市についで、名古屋市と並び第４位で大阪市、横浜市についで、名古屋市と並び第４位で
ああ り、従業者１人当たり製造品出荷額等は第１位で、り、従業者１人当たり製造品出荷額等は第１位で、

今後とも製造業を中心に展開していくと考えられてい今後とも製造業を中心に展開していくと考えられてい
ます。ます。

・「工都川崎」とも言われたように、本市の産業構造は・「工都川崎」とも言われたように、本市の産業構造は
製造業を中心とする第２次産業の比重が極めて高い製造業を中心とする第２次産業の比重が極めて高い
ことに特徴がありましたが、技術革新による産業の国ことに特徴がありましたが、技術革新による産業の国
際化、情報化、サービス化の進展等により、近年そう際化、情報化、サービス化の進展等により、近年そう
した構造にも変化が生まれています。第２次産業ではした構造にも変化が生まれています。第２次産業では
生産に研究開発を加えた研究開発型企業が多く、か生産に研究開発を加えた研究開発型企業が多く、か
つての生産都市から研究開発都市へと転換しつつあつての生産都市から研究開発都市へと転換しつつあ
りますります。

（注）帰属利子が含まれるため合計は１００％にはなりません。

１－３ 産業構造の特色１－３ 産業構造の特色
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• 日本一
・学術研究開発機関に働く比率（４．７％）

・刑法犯罪の検挙率（２７．０％）

・２００３年チネチッタの映画動員（１９５万人）

• 政令指定都市中第1位
・従業者1人当たり製造品出荷額（５６百万円）
・人口増加率（１．３４％）

１－４ 川崎って、どんなまち？１－４ 川崎って、どんなまち？
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• 平成１７年度には赤字団体
• 平成１８年度以降には財政再建団体に転落
• 崩れた豊かな歳入構造
• 硬直化の進む歳出構造

２－１ 行財政改革プラン公表時の財政状況と特徴２－１ 行財政改革プラン公表時の財政状況と特徴
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歳入（市税）と歳出の乖離（実額）

5,2475,411
5,0555,100
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歳出

歳入

億円

２，５０５億円
２，６２０億円

一般会計

１，３０９億円

年度

２－２ 市税と歳出の乖離２－２ 市税と歳出の乖離

平成１４年度における歳入と歳出の乖離は、昭和６０年度の約２倍
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２－３ 財政収支見通し２－３ 財政収支見通し
（単位：億円）

Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19

歳入合計　Ａ 5,376 5,504 5,953 6,175 6,118

歳出合計　Ｂ 5,924 6,017 6,553 6,887 6,893

収支不足額

　Ｃ＝Ａ－Ｂ

これまでの財源対策　Ｄ 331 292 241 195 212

減債基金借り入れ　Ｅ 217 221 169 － －

借入後の収支　Ｃ－Ｄ－Ｅ 0 0 △ 190 △ 517 △ 563

財政赤字（累計）Ｆ 0 0 △ 190 △ 707 △ 1,270

△ 775△ 548 △ 513 △ 600 △ 712

5ヵ年収支不足額合計（Ｃ欄の累計）

　　　　約3,100億円
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２－４ 財政収支見通し（累計）２－４ 財政収支見通し（累計）
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586 646
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1077 1067
906 949 921
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1,829

2,267

2,026

1,874

2,495
2,399

2,732
2,609

2,718

2,595

2,714 2,737
2,853
2,756
2,731

2,627
2,6872,657

・平成５年度は、３８年ぶりに前年度を下回る
・平成９年度をピークに低迷（平成１６年度は対前年度比１．３％増）

２－５－１ 市税収入の税目別推移ー崩れた豊かな歳入構造２－５－１ 市税収入の税目別推移ー崩れた豊かな歳入構造
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年度
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義務的経費の推移

２－５－２ 一般会計歳入決算額及び義務的経費の推移２－５－２ 一般会計歳入決算額及び義務的経費の推移

市税の伸び悩み、市税に占める義務的経費の割合増

義務的経費の増加による財政硬直化の進行

その他

市債

国庫
支出金

市税

地方
交付税
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868 904 928 975
1,053 1,104 1,155

1,197 1,232 1,252 1,289 1,278 1,294 1,304 1,316 1,301 1,297 1,254

254 264
267 280

287 298
308 346

365 397
425 467 499

540 583 574 615 677

319 349
431 393

408 368
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454 441
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622 553 544

610 579
656 617
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964 811

981

1,237
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1,259 937 863

1,008 851
1,062 921 936
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1,304
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1,649 1,647 1,668
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投資的経費

公債費

扶助費

人件費

3,138

3,348
3,414

3,667
3,827

4,055

4,561
4,670

5,051 5,100
5,113
4,987 5,055

5,241 5,287
5,411
5,291 5,2４7

億円

義
務
的
経
費

２－６ 一般会計歳出決算額の推移ー硬直化の進む歳出構造２－６ 一般会計歳出決算額の推移ー硬直化の進む歳出構造

・義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の増加による歳出構造の硬直化
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国庫支出金

市債
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人件費

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

繰出金

その他の支出

地方交付税

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

物件費

補助費等

繰出金

その他の支出

２－７ 平成１４年度決算の指定都市比較２－７ 平成１４年度決算の指定都市比較
・厚い税収基盤 ・高い人件費
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２－８ 行財政改革に対する基本的考え方２－８ 行財政改革に対する基本的考え方

①　民間活力を引き出すこと①　民間活力を引き出すこと

②　受益者負担以外の市民負担の増加を避けること②　受益者負担以外の市民負担の増加を避けること

「質の高いサービスを、効率的に、多様に享受できる環境を作り上げる」
ことを基本目標に、施策体系やサービスの提供体制を抜本的に見直し

①　行政体制を再整備し、民間の雇用を増やす①　行政体制を再整備し、民間の雇用を増やす

③　市民サービスの再構築③　市民サービスの再構築

②　公共公益施設 ・都市基盤整備のあり方の見直し②　公共公益施設 ・都市基盤整備のあり方の見直し
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２－９ 民間部門と公共部門の役割分担２－９ 民間部門と公共部門の役割分担

効率的・効果的なサービス提供の実現

同じ費用で多くのサービス量を提供

公共部門 民間部門

現在の姿

川崎市、
出資法人
公社など

委託、補助
監視、指導

市民、家族、NPO、
　ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体、
　町内会、
自治会、
まちづくりクラブ、
民間企業など

公共部門

民間部門

改革後の姿

委託、補助
監視、指導

ﾋﾞｼﾞﾈｽ
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②組織機構の改革

③給与制度 ・人事制度などの見直し

２－１０ 行政体制の再整備

①職員配置の改革

（職員数を3年間（１５年～１７年）で、１０００人削減）

数値目標：平成２１年度の財政収支の均衡を目指し、最終年度には人件費を２２０億円削減、
人件費比率を指定都市平均の１７．５％まで圧縮
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費用対効果に基づく優先順位費用対効果に基づく優先順位

Ａ　実施するのが妥当と判断される事業（２８）

Ｃ　抜本的見直しを要すると考えられる事業（１０）

Ｂ 検討を要すると考えられる事業（７）

Ｄ　改革期間の３年間は着手を見送る事業（１１）

２－１１ 公共公益施設・都市基盤整備の見直し２－１１ 公共公益施設・都市基盤整備の見直し
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①事業費の縮減、採算性の検証（平成１５年４月）

②「市民1万人に対するアンケート」調査の実施

③調査結果 最も多い意見「着工延期」

④理由「財政状況が好転するかどうか、
市が財政負担に耐えられるかどうか、
見極める必要があるから」

２－１２ 地下鉄事業の５年程度延期

川崎縦貫高速鉄道線整備事業の５年程度延期を決定（平成１５年６月）

⑤多くの市民 懸念の表明
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①市民参画による地域主体のまちづくりが最優先原則

②社会環境の変化に合わせた施策の再構築

③効率的・効果的な市民サービス供給システムの構築

④公平性の観点に立った受益と負担の関係の適正化

２－１３ 市民サービスの再構築

・・・共創的市民福祉社会の実現・・・
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• 目標１
７年後（Ｈ２１年度）に従来手法を併用し

ながらも、収支が均衡すること

• 目標２
Ｈ２１年度の人件費の構成比が１７．５％

（Ｈ１４ 指定都市平均）となること

• 目標３
人件費以外の全項目についても、

段階的な見直しを図る

２－１４－１ 行財政改革の目標２－１４－１ 行財政改革の目標
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財政フレーム試算モデル

目標  １ ７年度（Ｈ２１年度）に従来手法を併用しながらも、収支が均衡すること
目標  ２ Ｈ２１年度の人件費の構成比が１７．５％（Ｈ１４  指定都市平均）となること
目標  ３ 人件費以外の全項目についても、段階的な見直しを図ること

一般財源ベース （億円）
Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

Ａ 収支不足見込 △ 482 △ 548 △ 513 △ 600 △ 712 △ 775 △ 775 △ 775
Ｂ 従来手法（これまでの財源対策） 450 331 320 309 298 300 300 293
土地売払収入 40 40 40 40 40 40 40 40
財政健全化債の活用 57 57 57 57 57 57 57 50
国保会計繰出金の未計上 68 68 68 68 68 68 68 68
満期一括積立の繰延 87 111 100 89 78 80 80 80
下水道会計繰出金の抑制 55 55 55 55 55 55 55 55
減債基金繰入金 13
その他（市税、財調等） 130

Ｃ 満期一括積立繰延の影響 △ 28 △ 68 △ 103 △ 88 △ 88 △ 88
Ｄ 行財政改革の目標 32 130 210 300 370 460 510 570
（収支見通しに対する削減率） （５％） （７％） （９％） （１１％） （１３％） （１５％） （１７％）
①歳出の見直し 32 120 190 250 310 390 440 500
人件費 12 40 70 100 130 160 190 220
扶助費 3 10 10 20 20 30 30 40
投資的経費 20 30 30 40 50 60 60
その他(物件費、補助費等） 17 50 80 100 120 150 160 180

②歳入の確保（受益者負担、債権確保） 0 10 20 50 60 70 70 70

対応後収支不足額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 0 △ 87 △ 11 △ 59 △ 147 △ 103 △ 53 0

減債 前年度末残高 864 821 630 615 562 303 229 205
当該年度繰替運用額 △ 87 △ 11 △ 59 △ 147 △ 103 △ 53

基金 年度末残高 821 630 615 562 303 229 205 234

２－１４－２ 財政フレーム試算モデル（一般財源ベース）２－１４－２ 財政フレーム試算モデル（一般財源ベース）
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Ｐ

• 政府経済見通し
平成１６年度国内総生産の実質成長率は１．８％程度

• 依然として厳しい財政状況
「三位一体改革」の影響などにより、臨時財政対策債が７２億円の減

• 平成１６年度の予算編成
「行財政改革プラン」に基づく取組

市民の方々が「躍るこころ」 をもって未来に期待できるような事業への積極的予算配分

３－１ 平成１６年度予算の姿ー躍るこころ芽だし予算３－１ 平成１６年度予算の姿ー躍るこころ芽だし予算
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一般会計：２年ぶりのマイナス（政令指定都市移行後、過去最大 ▲５．０％）

特別会計：マイコンシティ事業・交通災害共済事業の２会計の廃止（１４会計）

4,562

5,273

2,078

5,485

4,618

1,979

5,210

4,800

2,008

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

一般会計 特別会計 企業会計

14年度

15年度

16年度

（億円）

３－２ 平成１６年度予算規模３－２ 平成１６年度予算規模
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（単位：億円）
財政フレーム試算モデル 予算 差額

区分 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１５ Ｈ１６
収支不足見込  ＊１ △ 548 △ 513 △ 547 △ 553 1 △ 40
従来手法（これまでの財源対策） 331 320 324 315 △ 7 △ 5
土地売払収入 40 40 40 38 0 △ 2
財政健全化債の活用 57 57 57 57 0 0
国保会計繰出金の未計上 68 68 60 68 △ 8 0
満期一括積立の繰延  *2 111 100 111 100 0 0
下水道会計繰出金の抑制 55 55 56 52 1 △ 3

満期一括積立繰延の影響 △ 28 △ 27 0 1

行財政改革の目標 130 210 144 232 14 22
歳出の見直し 120 190 135 212 15 22
人件費 40 70 42 76 2 6
扶助費 10 10 5 10 △ 5 0
投資的経費 20 30 36 31 16 1
その他 50 80 52 95 2 15
歳入の確保 10 20 9 20 △ 1 0

減債基金借入金（新規分） 87 11 79 33 △ 8 22

＊１ 財政収支見通しにおける収支不足額513億円に対し、市税収入の減などの影響により、収支不足額が553億円となった。

＊２ 満期一括積立の繰延による減債基金の積立不足額は、平成16年度末で375億円に達する。

・収支不足への対応は、減債基金からの借入金の増額措置等により対応を図った

・収支不足額がさらに拡大する可能性も否定できない

３－３ 財政フレーム試算モデルとの比較３－３ 財政フレーム試算モデルとの比較



26

• 川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステムの取組

• 行政体制の再整備
第２次総合的土地対策計画を新たに策定

• 公共公益施設・都市基盤整備の見直し
• 市民サービスの再構築

４－１ 平成１６年度行財政改革への取組４－１ 平成１６年度行財政改革への取組
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川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステムとは？

Ａｌｌ Ｐｒｏｊｅｃｔｓ（全ての事務事業を対象に）

Ｃｈｅｃｋ（点検を実施し）

Ｔｒｉｎｉｔｙ（事業、予算、組織定数を三位一体で）

Ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ（改善し）

Ｏｕｔｐｕｔ ａｎｄ Ｏｕｔｃｏｍｅ（成果重視の）

Ｎｅｗ Ｐｕｂｌｉｃ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（新たな行政経営への挑戦）

市は、成果重視の効率的で効果的な行政経営を目指す取組みとして
「事務事業総点検“川崎再生ＡＣＴＩＯＮシステム”」をスタートしました。

ＡＣＴＩＯＮ（アクション、行動、実行）は、次の英語の頭文字を取ったもので、次のような意味を込めています。
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• 音楽のまちづくりの推進

• 国連環境計画（ＵＮＥＰ）との連携協調

• シニア能力地域活用システム構想に向けた取組

• 川崎発！
安心ライフ産業フロンティアの推進に向けた取組

• 羽田空港の再拡張計画に対応した取組

５－１ 川崎力の国際社会への発進と魅力づくり５－１ 川崎力の国際社会への発進と魅力づくり
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臨海部の再生

• 臨海部の再生による世界に発信するまちづくり
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• 新たな総合計画の策定
基本構想（１０ヵ年程度） 施策・事業体系の再構築（３ヵ年程度）

重点戦略プランの策定（３ヵ年程度）

４つのポイント ①行財政改革の着実な推進による確かな財政基盤の確立

②地域社会の主役である市民による課題解決の仕組みづくり

③潜在的可能性の発揮による川崎の再生

④将来への夢と誇りを表現した計画

• 自治基本条例の制度化

• 住民投票制度の検討

６－１ 新たな時代を支える土台づくり６－１ 新たな時代を支える土台づくり

地方分権

自立的で主体的な

市政運営
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市長と語るタウンミーティング

宮前市民館での意見発表の模様
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• 地方分権と財政投融資改革による
民間資金へのシフト

• ＩＲ活動の一層の推進
（市場との対話による資金調達の必要性）

７－１ 市債の基本的方針７－１ 市債の基本的方針
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• 地方分権や財投改革
の進展に伴う、

地方団体の自己責任
による行財政運営

• 市場原理に即した
資金調達の推進

• 住民の行政への
参加意識の高揚

• 地方債の個人消化
及び公募化

• 資金調達手法の
多様化（超長期債の発行）

• ＩＲの充実

• 住民参加型ミニ市場公募
地方債の推進

７－２ 川崎市市場公募債の方向性７－２ 川崎市市場公募債の方向性
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（ご連絡先）
お気軽にお問い合わせください。

〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地

川崎市 財政局 財政部 資金課
電話 ０４４－２００－２１８２
ＦＡＸ ０４４－２００－３９０４

Ｅ-mail  23sikin@city.kawasaki.jp

ミューザ川崎シンフォニーホール


